2013人勧の地公給与決定に関して地公部会が
総務省給与能率推進室長交渉を実施－8/9
※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。
地方公務員部会は、８月９日、2013年地方公務員給与等の決定に関して給与能率推進室との交渉を行った。交渉には、地公部会の藤川事務局長ほか自治労、日教組、日高教、全水道の各幹事が出席し、給能室からは、三橋給能室長らが対応した。

まず、藤川事務局長は2013年地方公務員給与等の決定に関する申入書（別紙）を三橋給能室長に手交した。そのうえで、①さらなる給与削減を強制しないこと、②削減未実施自治体に対する財政上のペナルティを行わないこと、③地方財政総額確保について強く求める、④給与削減措置について、７月に未実施の自治体に対しヒアリングを実施したと聞いているが、このヒアリングの趣旨、目的、また、その場での技術的助言の内容を説明いただきたい、と質した。

これに対し、三橋給能室長は「市区町村を含め、全国の３分の２の団体では、給与減額措置を実施済み等とされてきており、全国的に取り組みが進んでいる。大臣も多数の団体にご理解・ご協力いただいていることについて感謝している旨発言している。他方で、実施しないとする団体が１割、検討中とする団体が２割あり、すべての団体に理解してもらえるよう取り組みを続けたいとしている。未対応の団体について、その経緯や理由、財政的な影響、住民や議会への説明状況についてヒアリングを実施しているところ。その際の助言内容については、2013年２月13日に開催した全国総務部長会議の内容等に基づき、改めて今回の要請内容の趣旨を説明し、未対応の団体についても要請の趣旨をぜひご理解いただいて、速やかに対応いただけるよう改めてご協力をお願いしている」と答えた。

藤川事務局長は、「国会においても給与削減は各自治体の『自主的な判断』と言っているにもかかわらず、なぜそこまで国が関与するのか。また、既に自主的判断で削減した自治体についてもその内容を調査するのはなぜか」と質した。

三橋給能室長は「給与削減は各団体で条例を制定していただく必要があり、これは自主的な判断のもとで行うもの。他方で、政府としては閣議決定を行い、要請した以上、その状況を把握し説明する責任があるので、それぞれの団体の事情について確認している」と答えた。
さらに、藤川事務局長は「削減を実施しないということは、給与制度上、不適切ということか」と質した。これに対し、三橋給能室長は「今回の要請は閣議決定に基づき、防災・減災事業、地域の活性化に対処していただくもので、日本の再生に向けて国と地方が一丸となって努力を結集する中で国に準じた必要な措置をお願いしているということ。要請に対して未対応の団体について、それ自体が不適正な給与制度ということではないが、政府としては閣議決定の趣旨を踏まえて要請している」と答えた。

藤川事務局長は、「総務省は地域手当が国の水準を上回っている自治体について『制度の趣旨を没却している』という助言をし、交付税の減額を行っている。私どもはこれをペナルティだと言っているが、総務省は否定している。給与削減を行わない自治体に対し、財政上のペナルティを行うということはないか。また、ペナルティの中身について明確に説明いただきたい」と質した。

三橋給能室長は「現在のところ、大臣は、今回の要請を受けて給与削減を行わない団体に対して制裁を目的とした措置は行わないと言っている」と答えた。

藤川事務局長は「財政上の制裁措置をとらないよう強く要望する」と念押しした。

その後、各構成組織から以下の点について質した。

（自治労・森本幹事）

(1) ３分の２の自治体において給与削減措置を実施済みとのことだが、これら実施自治体については今後は技術的助言をしないということか。既に実施している自治体に対し技術的助言をしないようお願いしたい。

(2) ３分の１の自治体においては、実施しないまたは検討中とのことだが、実施しないと決定した自治体について、総務省が技術的助言を通して要請するというのはどういうことか。実施しないと決定した自治体にまで再度要請しないでほしい。

(3) ペナルティの内容について判然としないといっても、それは政府の今回の要請に従ったか、従っていないかの財政的措置をペナルティというのではないのか。ペナルティを行わないよう強くお願いしたい。

（日教組・宇高幹事）

(4) ３分の２の自治体において、給与削減措置を実施済みとのことだが、この結果はあくまで申告ベースであり、再度検証していくということはどういうことか。国、地方ではそれぞれの課題があり、地方自治体の自主的な決定を尊重してほしい。地方において財源を削減するということは公共サービスの質の面で大きな影響がある。私たちから見ると、今回の要請は、財源を人質にとって地方をコントロールしようとしているようにしか見えない。これこそがペナルティだ。ペナルティではないという財政的措置を行わないようにお願いしたい。

（全水道・禧久幹事）

(5) 給与削減について「期限を設けず、引き続き説明していく」とのことだが、最後の一つの自治体まで徹底的に追及するのか。

（日高教・山尾幹事）

(6) 未対応の団体について、必要な財源があったのかもしくは歳出が適切だったのかということを考えていくということを大臣が発言しているが、３分の２の実施済の団体についてまでみるのか。

これらに対し、三橋給能室長は以下の通り回答した。
(1) 今回の公表資料は、実施の有無について○×による回答をまとめたもので、今後、その実施内容についての把握・分析が必要である。現時点で、その後の対応について言及できる状況ではない。

(2) 未対応の団体の現状（その経緯、財政的影響、住民や議会への説明等）をヒアリングしているが、各団体において自主的な対応とするということには変わりはない。今回の要請についてご理解いただけていない理由を伺って、改めて要請の趣旨を丁寧に説明し、ご理解、ご協力いただけるようお願いをしている。

(3) ペナルティという言葉については判然としない部分があるが、今回の要請を受けて給与減額を実施しない自治体に対して制裁を目的とした措置はしないということ。

(4) 政府として要請しているため、その対応状況について中身を確認しなくてはならないという立場についてはご理解いただきたい。既に公表している結果は給与削減措置を実施したか、実施していないかという事実だけを示したものであり、今後は制度、水準面での検証を行っていくというもの。

(5) 大臣は、「すべての自治体にご理解いただけるように取組を続けていきたい」と言っている。未対応の３分の１の団体については、ヒアリングし説明を行っていく。なお、３分の２の既に実施済みの団体については、検証はしているが現時点で特段何かをすることを決めているわけではない。この検証については既に始めているが、ラスパイレス指数についても作業的にボリュームがあるので、少し時間がかかる。

(6) まずは制度面、水準面での検証を行うことが必要であり、財源、歳出面とリンクはするものの、現時点において歳出について直接的な検証はしていない。

最後に、藤川事務局長は、臨時・非常勤職員の任用や処遇改善についても検討するよう求めるとともに、給与制度の総合的見直しについて、「人事院において検討がされると承知しているが、地方公務員への影響が懸念されるところ。前広に、われわれとの意見交換の場をもっていただきたい」と要請し、三橋給能室長は「昨日の人事院の報告について、これから分析し、人事院に対して確認等していく。みなさんとも意思疎通していきたい」と答え、交渉を終えた。
以上

(別紙)総務省への申入書
２０１３年８月９日
総務大臣
　新　藤　義　孝　様
公務員連絡会地方公務員部会
議長代行 　永　井　雅　師
2013年地方公務員給与等の決定に関する申入れ
　政府からの地方公務員給与の削減要請を受けた地方自治体の65.5％にあたる1,171自治体が給与の削減措置を実施、または実施予定となっています。職員からの憤りの声がわれわれにも届いており、特に、長年にわたり給与の独自削減を受けてきた職員からは、この間の努力を踏みにじる政府の対応に対する強い反発の声があがっています。
　しかし、削減未実施の地方自治体に対しては、７月以降も、国からの削減要請が続けられています。この間の給与独自削減や定員純減などの行革努力等を勘案し、自主的に削減をしないとした地方自治体の判断を国が評価することは、まさに地方自治への介入であり、言語道断です。今後、貴職におかれては、国会において、「削減しない自治体に対して特別交付税をはじめ財政面からのペナルティを課す考えはない」と答弁されたことを、誠実に履行するよう強く求めます。また、「技術的助言」として、削減実施自治体と未実施自治体とを分断するような指導があってはならず、慎重な対応を求めます。
　また、第183国会において、一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案の委員会採決の際、「公務員の臨時・非常勤職員については制度の趣旨、勤務の内容に応じた任用・勤務条件が確保できるよう配慮すること」とする附帯決議が採択されました。「官製ワーキングプア」と揶揄される地方自治体の臨時・非常勤職員の雇用安定・処遇改善に関わり、この附帯決議の趣旨を踏また対応を早急に行うよう求めます。
　各人事委員会においては、秋の勧告に向けた作業が進んでいますが、地方公務員の労働基本権制約の代償措置である人事委員会勧告制度が機能するよう、総務省として適切な対応をはかられるとともに、地域の実情や労使間の十分な交渉・協議を通した自主的な給与決定を尊重するよう、下記の通り要請します。
記
１．地方公務員の給与決定について、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定が尊重されるよう対応すること。
２．公営企業および技能労務職員の給与については、当該職員に労働協約締結権が保障されていることを踏まえ、労使交渉に基づく自主的・主体的決定を尊重すること。
  　また、公民給与の比較をする場合においては、勤続年数、年齢などの給与決定要素をそろえ、同種・同等のもの同士の給与を比較すること。
３．地方公務員の雇用と年金の確実な接続と、生活できる給与の確保を実現するため、国に遅れないよう制度設計を進めること。それにあたっては、地方公務員の実情を踏まえたものとなるよう、地方公務員部会との十分な交渉・協議の場を設けること。
４．臨時・非常勤職員の任用や処遇改善に関わっては、以下の実現をはかること。
  (1) パートタイム労働法の趣旨、労働契約法の改正の動向を十分踏まえた法整備等の実現をはかること。
  (2) 勤務実態や勤務時間に着目して常勤の職員に該当すると見なされる臨時・非常勤職員には諸手当支給は違法ではない、とした司法判断を尊重した対応を行うこと。
  (3) 専門的な知識と、実務経験の積み重ねが必要とされる公共サービスに従事する臨時・非常勤職員の任用や処遇改善に関わって、「地方消費者行政の持続的な展開とさらなる充実・強化に向けた支援策についての建議」等で指摘されたことを参考にし、必要な対応を行うこと。
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